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運営管理編
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令和６年度の重点項目

ア 職員配置基準に定める職員の数及び資格を満たしているか

イ 職員の状況を把握するため、雇用契約書、出退勤記録等が適
正に整備されているか

ウ 安全計画を適切に策定・周知し、児童の安全確保に努めてい
るか

エ 消防計画に基づく避難訓練、救命救急訓練等の安全対策を実
施しているか

オ 通園のための自動車の運行については、ガイドラインに適合
する児童の見落としを防止する装置を装備しこれを用いて児
童の所在を適切に確認しているか
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4［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」７、附則２

★POINT★
配置の状況を鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは、当分の間、改
正後の配置基準の規定は適用しないことができます。

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４、５歳児

３：1 ６：１ ６：１ 20：１ 30：１

(前)

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４、５歳児

３：1 ６：１ ６：１ 15：１ 25：１

(変更後)

１-１ 令和６年度からの変更・追加点について



観 点 基本的な考え方

職員配置は適正
に行われている
か。

<常勤の保育士の定義>
①事業主と直接、期間の定めのない労働契約を結んでいる者（ただし、１年以
上の期間の労働契約を結んでいる者を含む。）。
②勤務時間が当該認証保育所 の就業規則において定められている常勤の従業者
が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が１２０ 時間以上に限
る。）に達しているか、１日６時間以上かつ月 ２０ 日以上であり 、常態的に
継続して勤務していること。
③社会保険の被保険者であること。ただし、当該認証保育所が、厚生年金保険
法第６条第１項及び健康保険法 第３条第３項に規定する適用事業所以外の施設
であって、当該事業所に使用される者の２分の１以上の同意を得ることができ
ず、厚生労働大臣の認可を受けることができない場合は、社会保険の被保険者
であることを要しない。

[根拠法令等]「東京都認証保育所事業実施要綱」２（２） 5

１-２ 令和６年度からの変更・追加点について

令和５年12月に「東京都認証保育所事業実施要綱」が改正され
「当該保育所の就業規則において定められている常勤の従事者が勤務すべき時間数（１か月
に勤務すべき時間数が120時間以上に限る。）に達している」という条件が追加されました。



6
［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施細目」７

・施設内の掲示とともにインターネット上でも公表する必要がある。
・公衆の閲覧に供する方法は、具体的には、子ども・子育て支援情報公表システム
（ここdeサーチ）に掲載することとする。

設置者は、次に掲げる事項を、認証保育所内の見やすい場所に掲
示するとともに、 内閣府令（令和６年第２８号） で定めるとこ
ろにより、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆に
よって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自
動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するもの
を除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。

デジタル社会形成基本法等の一部改正に伴う児童福祉法の改正により、重要事項の施設内の
掲示に加え、自動公衆送信を利用して公衆の閲覧に供しなければならない 旨が規定されました。

１-３ 令和６年度からの変更・追加点について
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１-４ 令和６年度からの変更・追加点について

観 点 基本的な考え方

・「送迎用バス
の置き去り防止
を支援する安全
装置のガイドラ
イン」に適合し
ている見落とし
防止装置が設置
されているか。

・安全装置を用
いて降車の際の
所在確認を行っ
ているか。

児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行するときは、当該自動車にブ
ザーその他の車内の児童の所在の見落としを防止する装置を備え、これを用い
て降車の際の所在の確認を行わなければならない。

参考「送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のガイドライン」（令
和4年12月20日 送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置の使用に関
するガイドラインを検討するワーキンググループ編）

［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」12



8［根拠法令等］「労働基準法施行規則」第５条

明示事項 時期

① 就業場所・業務の変更の範囲の明示（※１）
全ての労働契約の締結と有期労働
契約の更新時

② 更新上限の明示 有期労働契約の締結と契約更新時

③ 無期転換申込機会の明示 無期転換申込権が発生する更新時

④ 無期転換後の労働条件の明示 無期転換申込権が発生する更新時

全ての労働者

有期雇用労働者

（※１）「雇い入れ直後」の就業場所・業務の内容に加え、これらの「変更の範囲」
についても明示が必要です。

★POINT★
・既に雇用されている労働者に対して、改めて労働条件を明示する必要はない。
・契約の始期が令和6年4月1日以降でも契約が令和6年3月以前であれば適用不要。

１-５ 令和６年度からの変更・追加点について



2-1 運営方針（重要事項説明書・契約状況）
観 点 基本的な考え方

・利用契約は適
切か。

・契約書及び重
要事項説明書を
作成し、交付し
ているか。

利用者との契約に当たっては、次の事項を記載した重要事項説明書を
作成し、利用者に説明したうえで交付しなければならない。契約書は
２通作成し双方で保有するものとする。

①認証保育所の名称及び所在地
②設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地
③施設及び設備の概要
④施設長の氏名
⑤給食、健診などのサービス内容
⑥施設の運営方針、職員体制
⑦保育料（要綱に定める保育料の範囲内であることを明記するこ
と。）、自主事業及び利用料並びに非常災害時の対策
⑧利用児童に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額
⑨嘱託医の氏名、住所、委託内容
⑩利用者からの苦情を受け付ける担当職員の氏名及び連絡先
※学齢児の受け入れについて届出をしている場合は、③及び⑥に「学齢児預か
り」について明記すること。

［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」3（1）オ、11
「東京都認証保育所事業実施細目」9
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2-2 運営方針（基本的事項の掲示）
観 点 基本的な考え方

・基本的事項を
見やすい場所に
掲示しているか。

・内閣府令（令
和６年第２８
号）で定めると
ころにより、電
気通信回線に接
続して行う自動
公衆送信により
公衆の閲覧に供
しているか。

設置者は、次に掲げる事項を、認証保育所内の見やすい場所に掲示するとともに、内閣府
令（令和６年第２８号） で定めるところにより、電気通信回線に接続して行う自動公衆送
信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を
行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しな
ければならない。
①設置者の氏名又は名称及び施設長の氏名
②認証保育所の名称及び所在地
③建物その他の設備の規模及び構造
④認証保育所の開設年月日
⑤開所時間
⑥提供するサービスの内容及び保育料等並びにこれらの事項に変更が生じたことがある場
合にあっては、当該変更のうち直近のものの内容及びその理由
⑦年齢別の定員
⑧保育士その他の職員の配置数
⑨保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額
⑩提携している医療機関の名称、所在地及び提携内容
⑪緊急時等における対応方法
⑫非常災害対策
⑬虐待の防止のための措置に関する事項
⑭設置者が過去に事業停止命令又は施設閉鎖命令を受けたか否かの別（受けたことがある
場合には、その命令の内容を含む。）

10
［根拠法令等］「児童福祉法施行規則」第49条の5

「東京都認証保育事業実施要綱」11
「東京都認証保育所事業実施細目」７



2-3 運営方針（運営委員会の設置）
観 点 基本的な考え方

・各施設に運営
委員会を設置し
ているか。

・運営委員会の
構成が適正か。

・運営委員会の
議事録を作成し
ているか。

設置者は、利用者等の意見を聴取するなど、利用者の立場に立った
良質な保育サービスを提供するため、各施設に運営委員会を設置する。

委員会には、社会福祉事業について知識経験を有する者、当該認証
保育所の保育サービス利用者（これに準ずるものを含む）及び認証保
育所設置主体の実務を担当する幹部職員を含むこと。

委員会は年２回以上開催することが望ましい。また、議事録を作成
すること。

［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」3（1）カ
「東京都認証保育所事業実施細目」3
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3-1 児童の入所状況（認証定員の遵守）
観 点 基本的な考え方

・認証定員は遵
守されているか。

・適正な定員設
定をしているか。

1 定員
a 20人から120人までとすること。
b 3歳未満児の定員を総定員の半数以上設定すること。
c 0歳児の定員を設定すること。(ただし、1歳児の定員を設定する施設

においては、区市町村が認める場合に限り、0歳児の定員を設定しない
ことができる。)

d 定員設定に当たっては、地域の保育需要を踏まえ当該区市町村と十分
協議すること。

2 定員の弾力的運用
定員の範囲内で保育することを原則とするが、実施要綱に定める設備、面積

及び職員配置等の基準を満たしている場合には、定員を超えて保育することが
できる。ただし、連続する過去の5年度間常に定員を超えており、かつ各年度
の年間平均在所率（当該年度内における各月の初日の在所人員の総和を各月の
初日の認証上の定員の総和で除したものをいう。）が120％以上の場合は、実
態に合うように定員の見直しを行うこととする。

［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」3（1）ウ（ア）、（イ）

12



3-2 児童の入所状況(認証内容の変更、認証書、適合証の掲示)

観 点 基本的な考え方

・認証内容の変
更を届け出てい
るか。

施設の設置認証事項について変更が生じた時は、実施要綱及び実施細目に基づ
き、変更しようとする日の20日前までに知事へ提出することが必要である。

［根拠法令等］「東京都認証保育事業実施要綱」15
「東京都認証保育所事業実施細目」10

観 点 基本的な考え方

認証書、適合証
を見やすい場所
に掲示している
か。

設置者は交付された東京都認証保育所認証書及び東京都認証保育所適合証を見
やすい場所に掲示しなければならない。

［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」13（2）
「東京都認証保育所事業実施細目」13
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4-1 職員の状況（施設長）
観 点 基本的な考え方

・資格を有した
施設長が就任し
ているか。

・施設長は専任
の常勤職員であ
るか、

1 施設長は、保育士であって、児童福祉施設等で継続して1年以上保育士とし
て勤務した経験があること、専任の常勤職員であることの要件を具備している
ことが必要である。ただし、次に定める場合については兼任を可とする。
（1）実施事業が認証保育所１園の運営のみである場合、代表者との兼任を可
とする。
（2）実施事業が複数の場合であって以下の要件を満たしている場合、１園に
限り代表者との兼任を可とする。

ア 当該認証保育所の開設後であること。
イ 当該認証保育所の管理運営に支障を来たすことのないようにすること。
ウ 他の実施事業に支障を来たすことのないよう必要な体制が確保されてい

ること。

２ 施設長は、運営管理全般の統括を行う。

［根拠法令等］「東京都認証保育事業実施要綱」7（２） 14



4-2 職員の状況（保育従事職員等）
観 点 基本的な考え方

・定員見合いの
職員数と在籍児
見合いの職員数
を比較し、多い
方の職員を配置
しているか。

入所児童に対して適切な処遇を行うため、実施要綱に定める次の基
準に定める職員が不足した場合は職員の充足を行うこと。

◆必要な保育従事職員の員数は、次の数とする
0歳児３人につき1人以上、１歳児及び２歳児６人につき１人以上、

３歳児15人につき１人以上、４歳以上児25人につき１人以上とする。

◆総所要保育従事職員の算定方法
0歳児3人につき1人以上、1歳児及び2歳児6人につき1人以上

3歳児15人につき1人以上、4歳児25人につき1人以上
（保育に支障が生じる場合は、3歳児20人、4歳児30人の経過措置
あり）

児童の定員数及び在籍数のそれぞれについて、算定方法に定める利
用児童の年齢ごとに対応する保育従事職員数で除して小数点1位（2位
以下切り捨て）まで求め、これらを合計して小数点以下を四捨五入し
て得た数を比較し、いずれか多い方とする。

15



4-2 職員の状況（保育従事職員等）
観 点 基本的な考え方

・定員見合いの
職員数と在籍児
見合いの職員数
を比較し、多い
方の職員を配置
しているか。

ただし、在籍数により算定した総所要保育従事職員数が定員数により算定した総所要保育
従事職員数に満たない場合には、以下の要件を満たす限り、在籍数により算定することが
できる。

ア 定員数により算定した総所要保育従事職員数を配置する体制を
予め整えること。なお、その内6割以上は常勤有資格者として
常時配置すること。

イ 利用者から利用申込があった場合に、利用開始希望日に合わせ
て職員の配置基準を満たした上で、定員数までは保育を提供し、
職員不足を理由に保育の提供を断らないこと。

ウ 毎月の利用者からの申し込み状況を記録すること。

◆開所時間中については、現に登園している児童数に対し規定する配置基準により算出し
た数以上の保育従事職員を配置すること。
なお、開所時間中は常勤有資格者１人以上を含む２名以上の保育従事職員を配置しなけれ
ばならない。

◆保健師、助産師及び看護師については、保育士に準じた専門性を有する者とみなす。

◆定員90人以下の施設にあっては、算出された人数に加え、１名以上の保育従事職員を確
保しなければならない。なお、当該保育従事職員に常勤職員以外の職員を充てる場合、常
勤職員以外の職員の総勤務時間が、常勤職員を充てる場合の総勤務時間を超えること。

［根拠法令等］
「東京都認証保育所事業実施要綱」2（2）、7（1）
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4-2 職員の状況（保育従事職員等）
観 点 基本的な考え方

調理員及び嘱託
医を配置してい
るか。

認証保育所には、保育従事職員のほか、調理員及び嘱託医を置かなければな
らない。ただし、調理業務の全部を委託する場合及び外部搬入方式により食事
の提供を行う場合にあっては、調理員を置かないことができる。

なお、３歳以上児に対する食事の提供について、外部搬入方式を採用した場
合、当該認証保育所の定員から食事の提供を受ける年齢区分の児童定員数を除
いた定員数を定員として調理員の配置を行うこととする。

◆定員40人以下は１人、定員41人以上は２人以上配置が必要

［根拠法令等］
「東京都認証保育所事業実施要綱」7（3）、8
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4-3 職員の状況（採用・退職）
観 点 基本的な考え方

・職員の採用時
に職務内容、給
与等の勤務常勤
を明示している
か。

使用者は労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の条件を明
示しなければならない。
(1)労働契約の期間に関する事項
(2)有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約期間又は有期労働契
約の更新回数に上限の定めがある場合には当該上限を含む）
(3)就労の場所及び従事すべき業務に関する事項、就業場所と業務の変更の範囲
(4)所定労働時間を超える労働の有無
(5)始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに就業時間に関する事項
(6)賃金の決定、計算、支払方法、賃金の締切及び支払いの時期に関する事項
(7)退職に関する事項については、書面交付の方法により明示する必要がある。

※非常勤職員の雇用
就業規則等の交付等により雇用期間、賃金、勤務時間、職務内容等が明確である

こと。労働の実態が就業規則と異なる場合には、労働条件に関する事項を文書で明
らかにすること。
＜パートタイム・有期雇用労働法上の明示事項＞
昇給の有無、退職手当の有無、賞与の有無、短時間労働者の雇用管理の改善等に関
する事項に係る相談窓口
※無期転換申込権が発生する有期雇用労働者には無期転換に関する事項

［根拠法令等］
「労働基準法」第15条
「労働基準法施行規則」第5条
「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律施行規則」第２条
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4-4 職員の状況（関連帳簿の整備）
観 点 基本的な考え方

・労働者名簿を整
備しているか。

・履歴書、資格証
明書（登録証）、
派遣契約書を整備
しているか。

・勤務表（ロー
テーション表）が
作られているか。

・勤務実績が確認
できる書類（出勤
簿・タイムカード
等）が作られてい
るか。

・賃金台帳を適正
に作成しているか、
整理に問題はない
か。

１ 職員の雇用状況を把握するため、関連帳簿を整備しなければならない。

２ 職員の勤務体制について労働基準法を遵守したうえで、児童の保育に沿っ
た勤務時間の割り振りが確認できる書類及び勤務実績が確認できる書類を整備
する。

３ 設置者は、賃金台帳を作成し、賃金計算の基礎となる事項及び賃金の額そ
の他法令で定める事項を賃金支払の都度、記入しなければならない。

［根拠法令等］
「労働基準法」第107条、第108条、第109条
「労働安全衛生法」第66条の8の3
「労働安全衛生規則」第52条の7の3
「東京都認証保育所事業実施要綱」12
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5 健康管理
観 点 基本的な考え方

・職員に対し、採
用時（※1）及び1
年に1回定期健康
診断（※2）を実
施しているか。

・実施内容は適切
か。

・健康診断の結果
を記録保存してい
るか。

・(職員が常時10
人以上50人未満の
施設において)衛生
推進者を選任して
いるか。

1 職員の健康の確保は、事業の円滑な遂行に必要であり、法の定めによリ定
期的に健康診断を実施するとともに、職員の安全衛生を確保しなければならな
い。

2 労働者が常時10人以上50人未満の施設においては、衛生推進者を選任し、
衛生管理者に準じた職務を行わせること。

また、衛生に関する事項について関係労働者の意見を聴くための機会を設け
ること。

［根拠法令等］
「労働安全衛生法」第66条
「労働安全衛生規則」第43条～第45条、第51条～第52条
「東京都認証保育所事業実施細目」6（3）イ
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雇入時の健康診断項目について
※診断項目の省略不可

21

健 康 診 断 項 目

既往歴及び業務歴の調査

自覚症状及び他覚症状の有無の検査

身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

胸部エックス線検査

血圧の測定

貧血検査（血色素量、赤血球数）

肝機能検査（ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ-ＧＴＰ）

血中脂質検査（ＬＤＬコレステロール、ＨＤＬコレステロール、血清トリグリ
セライド）

血糖検査（ＨｂＡ1ｃでも可）

尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）

心電図検査

5 健康管理

［根拠法令等］
「労働安全衛生法」第66条
「労働安全衛生規則」第43条～第45条、第51条～第52条
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6-1 安全確保について

観 点 基本的な考え方

・安全計画を策定
しているか。

・安全対策につい
て、必要な措置を
講じているか。

・研修及び訓練を
定期的に実施して
いるか。

・保護者に対し、
安全計画に基づく
取組の内容等につ
いて周知している
か。

児童の安全の確保を図るため、施設の設備の安全点検、職員、児童等に対す
る施設外での活動、取組等を含めた施設での生活その他の日常生活における安
全に関する指導、職員の研修及び訓練その他しい説における安全に関する事項
についての計画(安全計画)を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じな
ければならない。

職員に対し、安全計画について周知するとともに、安全計画に定める研修及
び訓練を定期的に実施しなければならない。

児童の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、保護者に対し、
安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」12
「保育所保育指針」第３章



6-2 安全確保について

観 点 基本的な考え方

・施設内外に危険
な箇所はないか。

・室内環境の把握
とその改善を図っ
ているか。

・保育室、調理室
及び便所等設備が
清潔であるか。

・寝具、遊具等備
品が清潔であるか。

認証保育所の設備構造は、採光、換気等児童の保健衛生及び児童に
対する危険防止に十分な考慮を払って設けなければならない。

また、認証保育所の職員は、児童の安全確保について、特別の注意
を有し、日常の安全管理と緊急時の安全確保に努めなければならない。
外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練などの不測の事態
に備えて必要な対応を図ること。

［根拠法令等］

「東京都認証保育所事業実施要綱」６
「４福保子保第510号通知」
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認証Ａ型

乳児室又はほふく室 ０歳児及び１歳児一人当たり
3.3平方メートル（内法面積）以上

保育室又は遊戯室 ２歳以上児一人当たり1.98平方メートル（内法面積）
以上

医務室 静養できる機能を有すること。事務室との兼用も可

屋外遊戯場 2歳以上児一人当たり3.3平方メートル（児童が実際に
遊戯できる面積）以上。保育所付近にある屋外遊戯場に
代わるべき場所を含む。

調理室 乳幼児が保育室から簡単に立ち入ることがないよう、保
育室と区画されていること。定員に見合う面積、設備を
有すること。

便所・その他 便所には保育室とは別に便所専用の手洗い設備が設けら
れているとともに、保育室及び調理室とは区画されてお
り、かつ児童が安全に使用できるものであること。
便器の数は幼児20人につき1以上であること。

［根拠法令等］
・「東京都認証保育所事業実施要綱」6
・「東京都認証保育所事業実施細目」５

7-1 保育室の基準設備・面積等
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●基準面積の弾力的運用

・スライド７-1のとおりを原則とするが、定員の弾力的運用を行う場合であって、別に
定める要件を満たす場合には、年度途中に限り定員の弾力的運用の規定にかかわらず、
「乳児室又はほふく室」の区分で定める基準によらず保育を行うことができる。
［根拠法令等］「東京都認証保育所事業実施要綱」6（2）

・上記に定める基準面積の弾力的運用を行う場合の要件は、年度の途中であって0・1歳
児区分の合計定員を充足していることとし、この場合の０歳児及び１歳児一人当たりの基
準面積は2.5平方メートルとする。ただし、2歳以上児区分の合計定員を充足していない
など、保育面積全体としては基準面積を充足することが可能な場合であって、0歳児及び
1歳児の一人当たりの基準面積の弾力的運用を行う場合は、実態に見に合うよう、使用区
分、定員又は年齢区分の変更を行うなど、基準面積の弾力的運用の解消に努めること。
［根拠法令等］ 「東京都認証保育所事業実施細目」5

●定員の弾力的運用

・定員の範囲内で保育することを原則とするが、要綱に定める設備、面積及び職員配置等
の基準を満たしている場合には、定員を超えて保育を行うことができる。ただし、連続す
る過去の5年度間常に定員を超えており、かつ、各年度の年間平均在所率が120パーセン
ト以上の場合は、実態に合うように定員の見直しを行うこと。
［根拠法令等］ 「東京都認証保育所事業実施要綱」３（１）ウ（イ）

7-2 保育室の基準設備・面積等



8-1 災害対策の状況（防災訓練等）
観 点 基本的な考え方

・避難、消火訓練
を月1回以上実施
しているか。

・地震想定訓練を
実施しているか。

・救命救急訓練を
実施しているか。

・訓練結果の記録
を整備しているか。

・地域の関係機関
や保護者との連携
の下に避難訓練を
実施しているか。

非常災害等に平静かつ迅速に対応するためには、平素からの訓練が大切であ
る。訓練内容は、消火活動及び避難誘導等の実地訓練を原則とする。

・消防計画に沿って、避難・消火訓練が定期的に行われること。
・訓練を実施するときは、あらかじめ、消防機関に通知しておくこと。
・原則として、訓練は全職員が参加して実施すること。
・避難訓練については、地域の関係機関や保護者との連携の下に行うなど工夫
すること。
・訓練結果については、毎回記録し、次回訓練等の参考にすること。記録には、
訓練目標、災害種別、訓練方法及びその状況、所要時間、講評等についてでき
るだけ詳細に記載すること。救命救急訓練を実施すること（事故発生時に適切
な救命措置が可能となるという観点から、消防署等が実施する救命講習を受講
し、緊急通報訓練を実施すること。）
・防災訓練については、少なくとも年１回以上は引取訓練を含んだものを行う
ことが望ましい。この場合、降園時間などを活用して保護者の負担をできるか
ぎり少なくするよう配慮すること。
・また、災害発生時に、保護者等への連絡及び子どもの引渡しを円滑に行うた
め、日頃から保護者との連携に努めるとともに、連絡体制や引渡し方法等につ
いて確認しておくこと。

［根拠法令等］
「こ成保第206号通知」別添 認可外保育施設指導監督基準第3（2）及び第7（8）エ
「消防法施行令」第3条の2第2項
「東京都認証保育所事業実施細目」6（5） 26
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項目 頻度 注意点

避 難 訓 練 毎 月
・図上訓練のみは避難訓練とならない。
・必ず児童が参加し避難行動を伴うこと。
・屋外への避難を基本とすること。

消 火 訓 練 毎 月
・火元を設定して行うこと。
・初期消火の態勢をとることが必要。(設置場所や火元確認
のみでは消火訓練に該当しない。実施記録を残すこと。)

不審者対策訓練 年１回以上

・月の中で、不審者訓練のみを行う場合には、別途避難訓
練及び消火訓練を実施する必要がある。
・不審者対策訓練は実地訓練が望ましいとしているが、講
習会等の形式であっても可。訓練記録は残すこと。
【根拠法令】児童福祉施設等における児童の安全の確保に
ついて（平成13年6月15日 雇児総発第402号）

引渡し訓練 年１回以上 【根拠法令】保育所保育指針第3章４（２）ウ

緊急通報訓練 年１回以上

・関係機関への通報訓練を行うこと。
・実施記録を残すこと。
【根拠法令】「消防法施行令」第3条の2第2項 「消防法
施行規則」第3条

救命救急訓練 3年以内
・過去3年以内に消防署等が実施する救命講習を受講した保
育従事者がいること。

8-1 災害対策の状況（防災訓練等）



8-1 災害対策の状況（防災訓練等）
観 点 基本的な考え方

・避難確保計画
を作成し、区市
町村に報告して
いるか。

・避難確保計画
で定めるところ
により、避難訓
練を実施し、区
市町村長に報告
しているか。

区市町村地域防災計画に定められた洪水浸水想定区域内又は土砂災害
警戒区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計画
を作成し、区市町村長に報告しなければならない。

区市町村地域防災計画に定められた洪水浸水想定区域内等又は土砂災
害警戒区域内の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、避難確保計
画で定めるところにより、避難訓練を実施し、その結果を区市町村長
に報告しなければならない。

［根拠法令等］
「水防法」第15条の3第5項
「土砂災害防止法」第8条の2第5項
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8-2 災害対策の状況（消防計画等）
観 点 基本的な考え方

・防火管理者の専
任、届出をしてい
るか。

・防火管理者とし
ての業務が適正に
行われているか。

・カーテン、じゅ
うたん等は防炎性
能を有しているか。

防火管理者は、防火対象物の位置、構造及び設備の状況並びにその使用状況に
応じ、概ね次の事項について当該防火対象物の管理について権限を有する者の
指示を受けて消防計画を作成することとされている。

（1）選任（解任）・届出
施設においては、防火管理者を選任し、所轄の消防署に遅滞なく届け出なけれ
ばならない。
（2）資格
消防法施行令第3条に規定する資格が必要である。
（3）業務
防火管理者は、防火管理上必要な業務を誠実に遂行するとともに、消防用設備
等の点検及び整備、又は適切な防火管理上の指示を与えなければならない。
（略）

［根拠法令等］「消防法」第8条 29



8-2 災害対策の状況（消防計画等）
観 点 基本的な考え方

・消防計画を作成
し、所轄消防署に
届け出ているか。

・消防計画変更の
際には、変更の届
出をしているか。

・消防計画の内容
を関係者に周知し
ているか。

・事業所防災計画
を作成しているか。

消防計画は、利用者の火災等非常災害時における利用者、職員の安全
確保を図るために、その基本となる具体的計画であり、消防法施行規
則第3条に定める項目を満たして作成し、所轄の消防署に届け出る必
要がある。
（1）消防計画の策定
非常災害時における園児の安全確保を図るためにその基本となる具体
的計画を策定しなければならない。
（2）消防署への届出
計画策定者は防火管理者であり、消防署に届け出なければならない。
（3）消防計画の内容
消防計画の内容は、消防法施行規則第3条に定める項目を満たすこと。

事業者は、都及び区市町村が作成する地域防災計画を基準として、事
業活動に関して震災を防止するため事業所単位の防災計画を作成しな
ければならない。

［根拠法令等］
「消防法」第8条
「東京都震災対策条例」第10条
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９ 大田区認証保育所運営費関係

31

大田区認証保育所運営費等補助要綱
１ 3歳児配置改善加算
２ 減価償却費加算
３ 賃借料加算
４ 技能・経験に着目した加算

その他
5 保育士等キャリアアップ補助金



９-1 3歳児配置改善加算

32

◆年齢別保育従事職員のうち、3歳児に係る保育従事職員を20人につき一人
から、15人につき一人に改善した場合、毎月初日の補助対象児童のうち3歳
児童数に単価を乗じて得た金額を加算する。



９-2 減価償却費加算
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◆建物が自己所有であるか

◆建物を整備又は取得する際に、建設資金又は購入資金が発生しているか。

◆建物の整備に当たって、施設整備費又は改修費等の補助を受けていないか。

◆賃借料加算の対象となっていないか。



９-3 賃借料加算
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◆建物が賃貸物件であるか

◆賃貸物件に対する賃借料が発生しているか。

◆開設等準備経費の対象月でないか

◆減価償却費加算の対象となっていないか。



９-4 技能・経験に着目した加算

35

◆以下の職層区分に応じた職員一人当たりの単価に、職層区分に応じた加算
額の算定に用いる職員数及び賃金改善実施月数を乗じて得た金額を加算する。

（注１）職層区分は４階層以上からなり、第１職層の職員は施設長、第２職層の職員は施設長以外の管理
職、第３職層の職層の職員は施設長等の管理職を支えるライン職又は高い専門性を複数持つスタッフ職
（専門リーダー等）、第４職層の職員は少なくとも１つの分野に専門性を持つ職員（職務分野別リーダー
等）と定義する。
（注２）当該単価には、法定福利費等の事業者負担額を含む。
（注３）人数Ａ及び人数Ｂは、以下の年齢別配置基準における職員数の合計に、定員40人以下の場合は
4.2、定員41人から90人までの場合は5.2、定員91人から120人までの場合は5.0を加えた人数を基礎と
し,人数Ａについては1/3、人数Ｂについては1/5を乗じて得た人数とする。

職層区分
（注1）

職員１人当たり単価
（注２）

加算額の算定に用
いる職員数 （注３）

賃金改善実施月数

第３職層
（専門リーダー等）

24,430円 人数Ａ

月数第４職層

（職務分野別リー
ダー等）

3,050円 人数Ｂ
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◆キャリアパス要件を満たしているか

◆福祉サービス第三者評価を受審し、結果を公表しているか

◆財務情報等を公表しているか

利用者及び当該施設の全ての職員に対し、分かりやすい方法により公表しているか

◆情報公開等の取り組みに係る要件を満たしているか

ア モデル賃金のホームページによる公表

イ 財務情報等のホームページによる公表

ウ 非常勤職員（保育従事職員）の賃金改善を行っているか

（非常勤保育従事職員がいない場合は、要件に適合しているものとみなす）

◆子育て支援員研修の受講

補助対象年度に子育て支援員研修修了者を少なくとも1人以上配置しなければならない。

（実施要綱により算出した総所要保育従事職員が全て常勤有資格者である場合又は総所

要保育従事職員のうち常勤有資格者以外の職員が全て子育て支援員研修修了者である場

合はこの限りではない）

［根拠法令等］「保育士等キャリアアップ補助金交付要綱」


